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地方生活圏では，商店撤退等により生鮮食料品店の空白地帯など，いわゆるフードデザート(FDs)が拡

大し，住民の健康な生活が脅かされている．一方，近年，食料品の扱いも増加しつつあるドラッグストア

の非都市部への進出がみられ，これらのFDsへの進出が，地域住民の健康な生活の維持機能を担う可能性

がある．本研究では，鳥取県東部地域を対象にドラッグストアの立地条件を分析し，そのFDsへの立地可

能性を検討する． 
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1. 研究の背景と目的 

 

フードデザート(Food Deserts：以下「FDs」)とは，スー

パーや食料品店などの生鮮食品を販売する店舗が居住地

の近くに存在せず，商品の日常的な購入が困難である地

域，つまり，「安価で良質な生鮮食料品を購入すること

が困難な地域」1)のことである．FDsは，1990年代に問題

が顕在化し，住民の栄養失調などの健康被害等が社会的

問題となったイギリスで命名された．近年，我が国にお

いても，地方生活圏で商店の撤退等により，FDsが拡大

し住民の健康な生活が脅かされている． 

 FDsの主な発生要因として，生鮮食品購入可能店が

居住地周辺からなくなることが挙げられる．ここで，生

鮮食料品購入可能店とは，食料品店，スーパーマーケッ

ト（以下「スーパー」），青果物店，コンビニエンスス

トア（以下「コンビニ」），ドラッグストアのことであ

る．これと同時に，大型店舗の商圏の拡大により，居住

地から店舗までの距離が増加しており，移動手段として

自家用車を持たない，もしくは，日常的な運転が容易で

はない高齢者などの交通弱者にとって，店舗利用が困難

な状況である．このような，買い物が困難な人々は「買

い物難民」とも呼ばれ，社会問題となっている． 

図-1は鳥取県東部地域の5市町(鳥取市，岩美町，八頭

町，智頭町，若桜町)における生鮮食品購入可能店につ

いて，平成17年と平成26年の2時点の各店舗数を表した

ものである．地方都市中心部を中心に立地していると考

えられるコンビニとドラッグストアが増加している一方

で，広範囲に立地し比較的安価で商品を扱っている食料

品店が大きく減少している．このことから，安価な生鮮

食品の購入が困難になっていることが推察される．また，

店舗の減少により，住民の買い物のための移動距離が増

加し，買い物困難度が上昇すると考えられる． 

一方で，生鮮食品購入可能店が減少する中，コンビニ

やドラッグストアが増加傾向にあり，特に健康に関わる

商品も扱い，近年，食料品の扱いも増加しつつあるドラ

ッグストアの地方での増加傾向は，FDsの拡大回避に一

定の効果があるものと期待される．今後我が国は，高齢

 

図-1 鳥取県東部地域の生鮮食品が購入可能な店舗の数 
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化に伴う医療費の増大が予想され，国民各自が食生活の

改善をはじめとするセルフメディケーション（「健康管

理に責任を持ち，軽度な不調を自分で手当てする」2)）

ことが重要といわれている．このとき，医薬品や健康食

品などを多く品揃え，これらを売るための専門的知識を

持った薬剤師等がいるドラッグストアの地方生活圏，特

にFDsへの進出が，地域住民の「食」を含めた健康な生

活の維持機能を担う可能性がある． 

本研究では，日本における地方都市生活圏の1つであ

る鳥取県東部地域におけるFDsにドラッグストアが進出

する可能性について分析する．具体的には，鳥取県東部

地域5市町村のドラッグストアの出店とその周辺地域の

関係について考察を行い，その立地条件を明らかにする．

さらに，FDsの空間的広がりに着目し，各地域住民の買

い物困難の程度を可視化，定量化し把握する．そして，

FDsと判断された地域にドラッグストア立地の可能性を

判定し，その地点にドラッグストアが立地した場合，ど

の程度買い物困難度が緩和されるかを予測する． 

 

2.  FDs問題に関する既存研究 

 

岩間ら3)では，我が国における地方都市中心部FDs問題

について，主として被害を受けている高齢者に着目し，

空洞化する地方都市中心部のFDsの実態やその対策案に

ついて分析している．特に地方都市中心部のFDsの特徴

は，地域内の需要と供給の空間的なミスマッチであると

して，空間解析機能が優れている地理情報システム

(GIS)を用いてFDsの現状を分析した．水戸市に居住し自

ら買い物に出かけている65歳以上の居住者にアンケート

調査を行い，その結果とともに，4次メッシュ別高齢者

数と生鮮食品購入可能店がどのように分布しているのか

を把握し，FDsマップを作成した．そして，高齢者の人

数を需要量とし，店舗の売り場床面積から来客数を予想

し供給量を算出した．供給量が需要量を大きく下回って

いる場合をFDsと定義し，その空間的ミスマッチをGIS

上で明らかにしている．岩間らは結論とし次の3点をあ

げている．(1)生鮮食品購入可能店の接近性が低下し，

高齢者の食料事情が著しく悪化しているため，交通障壁

除去の配慮が必要．(2)代替サービスの供給による高齢

者の生活維持が喫緊の課題．(3)過疎化が深刻化する中

山間地域などでもFDsに類似する現象がみられるので，

地理学以外の視点による研究も必要． 

人口減少が進行している地域では商店の淘汰がされて

いる．三浦ら4)は，商店の減少が住民の買い物利便性に

与える影響の把握および，新規店舗の効率的な立地点の

算出を分析した．山形県を研究対象として，対象の生鮮

食品購入可能店を食料品店とし，国勢調査と事業者・企

業統計調査のメッシュデータを用いて分析している．メ

ッシュデータは形と大きさが規格化されているため，人

口や店舗の分布の把握や距離計測が容易であるという利

点はあるが，メッシュの大きさ(500m×500m)よりも小さ

い区画の詳細な分析ができないというデメリットがある．

移動距離を算出する際に，メッシュの中心点をとって店

舗までの最寄り距離を算出することになるため，計測す

る移動距離は実際の距離に比べて短いと考えなければな

らない．ここで，買い物移動調査によって，自動車を使

用する消費者の「買い物満足度」が0となる距離が約

2km，徒歩や自転車の場合1.5kmであることを明らかに

した丁ら5)の成果とメッシュを利用した買い物距離の計

測は実際の距離よりも短めになっていることを考慮し，

2kmを不便な距離基準としている．人口4次メッシュ

(500m×500m)のデータを使うことで，移動距離が2km以

上の高齢者の割合を地域ごとに算出することが可能であ

る．また，今まで2km以上の移動をしていた住民のうち，

店舗の新設によって2km未満の移動距離で済むようにな

る人数が最大になるような商店の立地点を1カ所求める．

その際，現実的な解を求めるため，過去に食料品店が存

在したことがあるメッシュの重心を選択する．これを全

住民の買い物移動距離が2km未満になるまで繰返す．三

浦は結論とし次の3点を挙げている．(1)人口減少ととも

に食料品店も減少しつつあり，郊外地域では2000年から

2005年にかけて約100m買い物距離が延長．(2)食料品店

までの距離が2km以上の全人口は1995年と2005年で共に

約1万人で変動はないが，この人口に含まれる65歳以上

の割合が大きく上昇．(3)新たな食料品店の出店により，

全住民の最寄りの食料品店までの距離を2km未満にする

ためには121店舗の出店が必要． 

山田ら6は，買い物困難者の発生を，買い物利便性の

低下によって予測している．買い物にかかる交通費と店

舗の魅力の代替指標になると想定される店舗面積を用い，

消費者の需要と店舗の供給のずれによって定義されてい

る利便性を把握している．ここで，商店のサービス供給

量は，店舗面積によって変化すると仮定する．買い物の

利便性の変化は，人口減少や高齢化に伴い，店舗の減少

と自動車利用可能性の低下が相まって生じる買い物利便

性の低下で発生する買い物移動の不便益額である．利便

性の変化であるので，絶対的な基準ではないが，将来の

買い物困難者の発生を予測することで，危険なエリアが

把握できる． 

高橋ら7)は，対象地域を鳥取県東部地域とし，食料品

店，青果物店，スーパー，コンビニを生鮮食品購入可能

店として定義し，高齢者の移動限界距離(500m)で買い物

困難度を評価した．さらに，判別分析を用いて食料品店

等の撤退条件を把握することで将来の店舗撤退の可能性

が買い物困難度への影響を把握し，結果，撤退の可能性

が高くなると予想される2地域を特定した． 
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岩間らや山田らの研究では，店舗魅力の指標の1つと

して店舗面積で評価している．店舗面積の大きさが充分

であれば有効な指標であるが，店舗面積が小さい店舗は

評価が極端に下がり，個人商店が多い中山間地域には向

いていない指標である． 三浦らの研究では，移動距離

を算出する際に，メッシュの中心点をとって店舗までの

最寄り距離を算出している．メッシュを利用した買い物

距離の計測は実際の距離よりも短めになっていることを

考慮し，徒歩で片道1.5km歩くことが困難と考えたうえ

で，2kmをFDsの判断の基準としている．生産者や前期

高齢者など，身体能力に不安がない人口が多い地域であ

れば，現実的な判断基準である．高橋らは居住地から生

鮮食品購入可能店までの最寄り距離により買い物困難度

を表している．さらに，判別分析を用いて食料品店等の

撤退条件を把握することで将来の店舗撤退による買い物

困難度への影響を把握している．  

本研究は，鳥取県東部地域においてFDsが進んでいる

と考えられる非都市部の特に高齢者に着目してFDsの把

握を試みるが，そのとき，地方非都市部の日常交通の特

性を考え道路距離を用いる．特に，既存研究より，居住

地から生鮮食品購入可能店までの最寄り距離が2001m以

上の地域を買い物困難度が高い地域と定義する．そして，

買い物困難度が高い地点にドラッグストアが新規立地す

る可能性について明らかにする．  

 

3.  買い物困難度の把握 

 

(1)  対象地域と使用データ 

本研究の対象地域は，鳥取県東部地域を形成する鳥取

市，岩美町，八頭町，智頭町，若桜町の5市町とする．

これら現5市町のうち鳥取市は平成16年，八頭町は平成

17年に合併している8)，本研究は，合併前の平成12年時

点の旧15市町村（旧鳥取市，旧青谷町，旧気高町，旧鹿

野町，旧福部村，旧国府町，旧河原町，旧用瀬町，旧佐

治町，智頭町，旧郡家町，旧八東町，旧船岡町，若桜町，

岩美町）で地域を分ける．図-2に平成26年時点での鳥取

市，岩美町，八頭町，智頭町，若桜町の5市町村を，図-

3に対象地域における4次メッシュ(500㎡メッシュ)ごとの

65歳以上の高齢者の人口分布を示す．鳥取県東部地域の

5市町の人口密度は，鳥取市で251.80人/㎢，次いで岩美

町が99.17人/㎢である．一方，若桜町で人口密度が最も

低く18.36人/㎢である．図-4に，対象地域における国勢

調査が実施された平成12年，平成17年，平成22年での高

齢化率の推移を示す．鳥取県東部地域5市町村のうち，

鳥取市以外の4町は高齢者割合が全国平均に比べ高く，

若桜町に至っては平成22年で39.8%に達している． 

なお，本研究ではFDsの把握のために分析にGISを用

いる．本研究では，特にGISのアプリケーションの1つで

 

図-2 対象地域である鳥取県東部地域(旧15市町村) 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-3 鳥取県東部地域における65歳以上の人口分布 

 

図-4 鳥取県東部地域の高齢化率 

 
図-5 生鮮食品購入可能店の分布（平成26年度） 
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あるArcMapを使用する．ArcMapとは，主に，対象地域

のデータの表示および編集，表示の仕方を管理し，マッ

プのレイアウトの管理を行うことができる．また，デー

タセットの作成，編集に広く使用されている． 

本研究で使用するデータは，道路情報（ArcGISデー

タコレクションプレミアムシリーズ），4次メッシ

ュ(500m×500m)ごとの65歳以上の人口（平成17年，平

成26年度国勢調査）である．生鮮食品購入可能店の住

所は，日本電信株式会社（NTT西日本）が発行している，

タウンページ&ハローページ鳥取県東部版（平成17年，

平成26年）に掲載されている店舗の住所を用いた．また，

ArcMap上にプロットするために必要な緯度・経度情報

はインターネット上のGoogleマップより取得した． 

 

(2) 生鮮食品購入可能店までの最短距離の算出 

生鮮食品購入可能店をArcMap上に表示させるために，

ArcMapの「XYデータの追加」を用いてプロットを行う．

「XYデータの追加」は，緯度・経度の座標値を表形式

のデータとして保持し，Mapに追加できるツールである．

これより，図-5に平成26年の生鮮食品購入可能店を示す． 

鳥取県東部地域の全体で生鮮食品購入可能店は，238

店舗である．旧鳥取市では161店舗現存しており中心市

街地に多く立地していることがわかる．一方，旧若桜町，

旧福部村では2店舗，旧船岡町，旧佐治村では1店舗しか

立地しておらず，当該地域では買い物が困難であると推

察できる． 

対象地域には中心市街地だけでなく，智頭町や若桜町

など過疎化が進行している中山間地域も広く含まれてい

ることを考慮する．過疎地域の詳しい店舗情報の取得が

困難であるため，本研究では，店舗の面積や種類，数な

どの買い物サービスの質と量により把握するのではなく，

居住地から最寄りの生鮮食品購入可能店への移動距離に

より，買い物困難度を把握する．そこで，ArcMap内の

Network Analystを利用する．Network Analystとは，ArcMap

中の解析ツールであり，カーナビゲーションシステムの

ように，ある地点からある地点までの最短経路の距離を

算出することが可能である．今回は，解析するツールと

して「新規最寄り施設検索」を用いて最短の道路距離を

算出する．この機能は出発地と目的地の位置情報を取り

込むことで地点間の移動するコストを計算し，道路に沿

った最短距離，最短時間を算出することが可能である．

本研究では，出発地を平成26年度のそれぞれの生鮮食品

購入可能店，目的地を65歳以上の人口が1人以上の4次メ

ッシュ(500m×500m)の中心とする． 

 

(3)  買い物困難度の把握と評価 

図-6は，(2)で算出された結果をもとに，平成26年度の

買い物困難度を示す．地図上1つ1つの4次メッシュ(500m

×500m)が65歳以上の高齢者の居住地を示し，住居地か

ら最寄りの生鮮食品購入可能店までの距離をメッシュの

 

図-6 最寄り生鮮食品購入可能店への移動距離(平成26年度) 

 
表-1 移動距離ごとのメッシュ数と高齢者人口 

 

 500m 以下 501～1000m 1001～1500m 1501～2000m 2001m 以上 

メッシュ数(個) 180 (14.78%） 222 (18.23%) 171 (14.04%) 144 (11.82%) 501 (41.13%) 

人口(人) 13829 (23.87%) 12089 (20.87%) 8447 (14.58%) 5868 (10.02%) 17761 (30.66%) 

 

図-7 鳥取県東部地域におけるドラッグストアの分布 

 

図-8 ドラッグストアと1桁国道の分布（平成26年度）

 

図-9 高齢者人口の分布とドラッグストア（平成26年度） 
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色の濃さで表している．また，表-1は図-6で示した買い

物困難度ごとのメッシュ数をまとめたものを示す．なお，

最寄りの生鮮食品購入可能店までの距離が2,000m以上離

れている居住地のメッシュ数は，501個と全居住地の

41.13%占め，高齢者人口は，17,761人と高齢者全人口の

30.66%占めていることがわかる．これらの結果から，本

研究が対象とする鳥取県東部地域では，居住地から生鮮

食品購入可能店までの移動距離が遠くにある，すなわち，

買い物困難度が高い地域が存在していることがわかる． 

 

4.  ドラッグストア立地モデル 

 

(1) ドラッグストアの出店傾向 

図-7は，平成17年及び平成26年度の鳥取県東部地域に

おけるドラッグストアの立地の分布を示す．平成17年に

は，旧鳥取市の中心市街地を中心に立地していたが，平

成26年には旧気高町，旧智頭町，旧岩美町のような中心

市街地から離れた非都市部にも出店している．図-8は1

桁国道とドラッグストアの分布の位置を示している．一

般的に，国道沿いは道路の幅が広く車線数も多いのに加

えて，車のスピードも速いため，交通量の割に実際の来

店率は著しく低くなる傾向がある9)．しかし，図-8より，

国道からの距離が近い地点にもドラッグストアが立地し

ていることが見てとれる．国道に面していないが，国道

までの距離が近くなるほどドラッグストアは立地しやす

い可能性があるといえる． 

次に，鳥取県東部地域における人口を4次メッシュ

(500m×500m)として図-9に示した．比較的人口が多くい

る501人以上の4次メッシュは鳥取市街地中心と旧市町村

の中心地に分布している．ドラッグストアの分布図との

比較からは，501人以上住んでいるメッシュ近くにドラ

ッグストアが立地している傾向にあるといえる． 

図-10は，平成17年から平成26年の間に撤退した49店

舗の生鮮食品購入可能店と，同期間に立地したドラッグ

ストアの分布を示す．特に，中心市街地から非都市部ま

で広範囲に分布していた食料品店が47店舗撤退しており，

食料品店の減少が買い物難民の増加に拍車をかけている

と考えられる．また，ドラッグストアとの分布と比較し

て，生鮮食品購入可能店の撤退が，ドラッグストア立地

に影響を与えている可能性がある．ドラッグストア以外

の生鮮食品購入可能店が撤退した付近にドラッグストア

が分布していることがみてとれる． 

図-11は薬局とドラッグストアの分布，図-12は，鳥取

市中心市街地の医療機関160地点10)の分布を示す．ここ

で，薬局と医療機関の位置関係を比較すると，ともに，

鳥取市の中心市街地に多く立地していることがわかる．

薬局は，医師の処方箋によって収益の大きい部分を占め

ているため，病院の近くに立地する傾向にある．一方で，

ドラッグストアは，医薬品だけでなく，ホームケア商品，

食料品等を取り扱っているため，病院の位置に関係なく

出店すると考えられるが，比較的薬局の近くに立地して

いることがわかる．しかし，ドラッグストアと薬局はと

もに医薬品を扱う店舗であるが，この2業態の店舗が競

合か共存のどちらの関係にあるかは必ずしも明確ではな

 

図-10 立地と撤退 

 

図-11 中心市街地のドラッグストアと薬局の分布 

（平成17年（左），平成26年（右）） 

 

図-12 医療機関と薬局の分布（平成26年） 

 

図-13 ドラッグストアと薬局の分布 

（右：平成17年，左：平成26年） 
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い．また，旧八東町，旧福部村，旧佐治村にはこの2種

類の店舗とも立地していない． 

図-13は，コンビニとドラッグストアの立地を示して

いる．コンビニの店舗数は，平成17年の62店舗から平成

26年の89店舗の37店舗増加している．コンビニのような

チェーン店は特定の地域へ集中出店させる「ドミナント

出店戦略」11)を行うため店舗が増加しているとも考えら

れる．ドラッグストアの分布との関係をみると，コンビ

ニの近くにドラッグストアが立地している傾向にあると

いえる． 

 

(2)  ロジスティック回帰モデルによる推定 

2値ロジスティック回帰モデルは，ある選択を行った

場合を1，0のような離散変数を用いて表し，その選択が

どのような要因によって決まるかを把握する推定モデル

である．本研究の場合，ドラッグストア企業の立地行動

は確率的立地選択であり，立地選択の有無に影響を及ぼ

す要因として，人口，店舗までの距離などの総合指標で

ある効用Viの高いゾーンに立地するものとする． 

 ドラッグストアの立地の有無を，店舗 i の立地選択

確率Pi を用いて以下のロジスティック回帰モデルで表す． 

     (1)              

ただし， :ドラッグストア の立地選択確率， 

:i の効用関数であり，効用関数は説明変数の線

形式とする． 

 

(3) 使用するデータ 

ドラッグストアの立地には，「ドラッグストアの周辺

の状況である人口や交通利便性，他業種の店舗分布など

の様々な要因が影響している」という仮説のもと，ドラ

ッグストアの立地の有無を目的変数とし，ロジスティッ

ク回帰モデルの推定を行う．目的変数であるドラッグス

トアの立地の有無については，平成26年時点で立地して

いた19店舗を「立地可能」とし，説明変数は，平成26年

のデータを用いた．一方で，平成17時点では立地してい

なかったが平成26年時点で立地していた11店舗を「立地

不可」とし，平成17年のデータを用いる．目的変数のダ

ミー変数は，「立地可能」を1，「立地不可」を0と定め

た． 

ここで，近隣での他店舗の存在の影響を考慮する必要

がある．このため，最寄りの各店舗までの距離，および，

2km以内の各店舗数を考慮する．鳥取県東部地域におい

て，ドラッグストアの出店に着目すると，同一会社の店

舗(チェーン店)が複数箇所に立地している．自社の店舗

以外の競合関係をみるため，同一会社の店舗と他社店舗

を区別して，「他社のみの店舗数」と「他社との最寄り

距離」も説明変数に加えた． 

本研究では，R12)を利用してロジスティック回帰分析

を行った．また，それぞれのデータの集計にはGISの

表-2 説明変数 

変数名 単位 

10km以内の人口 人 

2km以内の平成 17年から平成 26年の間に

撤退した食料品店の数 

個 

2km以内のスーパーの数 個 

最寄りスーパーまでの距離 m 

2km内の自・他社のドラッグストアの数 個 

最寄り自・他社ドラッグストアの距離 m 

2km以内の他社ドラッグストアの数 個 

最寄り他社ドラッグストアの距離 m 

2km以内の薬局の数 個 

最寄りの薬局までの距離 m 

2km以内のコンビニの数 個 

最寄りのコンビニまでの距離 m 

国道までの最寄り距離 m 

 
表-3 推定結果 

説明変数 回帰係数 検定方法(符号) P値(*:10%有) 

10km以内の人口 4.67E-05 片側検定(＋) 0.151 

2km 以内の撤退し

た食料品店の数 
2.26E+00 両側検定 0.133 

2km 以内のスーパ

ーの数 
-2.52E+00 両側検定 0.058* 

最寄りスーパーの

距離 
7.47E-04 両側検定 0.436 

2km 以内の(自・他

社とも)のドラッグ

ストアの数 

6.95E+00 両側検定 0.057* 

最寄りの(自・他社

とも)のドラッグス

トアの距離 

9.72E-04 両側検定 0.091* 

2km 以内の薬局の

数 
-1.33E+00 両側検定 0.065* 

最寄り薬局の距離 -4.13E-03 両側検定 0.174 

2km 以内のコンビ

ニの数 
2.61E+00 両側検定 0.074* 

最寄りの一桁国道

までの距離 
-1.28E-03 片側検定(－) 0.338 

疑似決定係数 0.596 

対数尤度 -7.965 

AIC 37.93 

的中率  86.66% 

サンプル数 30 
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Network Analystを使用する．店舗の数の集計は，出発地

から目的地まで総当たりの直線距離を算出できる「ODコ

ストマトリックス」によって，最寄り距離は「新規最寄

り施設検索」を利用した． 

 

(4) 推計結果 

表-2に示す各種説明変数の様々な組み合わせを試した

中で，式(1)を用いてパラメータを最尤推定した．結果，

McFadden疑似決定係数（以下，疑似決定係数とする），

対数尤度，赤池情報量基準（以下，AICとする）の3つの

指標を用いて，精度の良いモデルを選定し，有意な推定

値が得られた結果を表-3に示す．疑似決定係数は，推定

モデル式の当てはまりを示しており，0と1の間に収まる

指標であり高いほど精度が良い．対数尤度は，値が大き

いものほど良い．AICは，モデルの精度の良さと変数の

増加に伴うペナルティを考慮しているため，モデルの比

較に向いた指標である．AICは，値が小さいほど望まし

い．表-3より，疑似決定係数は0.596であることから説

明力の高いモデルが得られたことがいえる．また，有意

水準10％で有意な説明変数は5つあり，以下にパラメー

タの推定結果の考察を行う． 

2km以内のスーパーの数は負で有意となった．つまり，

スーパーの数が多いほど，ドラッグストアは立地しない

傾向があるといえる．これはドラッグストアとスーパー

の競合関係を表しているものと理解できる．スーパーは，

食料品を中心とした品揃えではあるが，日用品も取り扱

っている．一方で，ドラッグストアは医薬品，健康食品

を中心に，食料品や日用品も数多く取り扱っていること

から今回の結果が出たと考えられる． 

2km以内の(自社，他社とも含む)のドラッグストアの

数を着目すると，正で有意な値となった．これは，ドラ

ッグストアのチェーン店が旧鳥取市の中心市街地に集中

出店させている「ドミナント出店戦略」による影響も含

まれたのではないかと考えられる．チェーン店にとって，

特定に地域に複数店舗出店させ，管理，運送コスト削減

や知名度を上げるメリットがあるため，今後も特定のエ

リア，特に，鳥取市街地中心に出店させる可能性がある

と考えられる． 

最寄り(自社，他社とも含む)のドラッグストアの距離

は，正で有意の値となった．これは，最寄りのドラッグ

ストアから遠いほど立地すると示している．商品構成と

規模は同等であり，競合相手である他のドラッグストア

が隣接していないことで，消費者を取り合うことなく立

地することができると考えられる． 

2km以内の薬局の数は負の値となり，競合していると

いえる．これは薬局とドラッグストアともに医薬品を扱

っているためである．一方，2km以内のコンビニの数は

正に有意な結果が得られた．これは，ドラッグストアと

コンビニはその役割を補完していることを表している．

ドラッグストアと異なりコンビニの利用においては，24

時間営業，お惣菜中心とした品揃えをすることにより，

ドラッグストアとの競合を避けて存在しているため，競

合ではなく補完という形で変数が採用されたものといえ

る． 

 

(5) 新立地に関するシミュレーション 

図-14に買い物困難度が高いと判断された501地点（表-

1の移動距離2,001m以上の高齢者居住地点）を示す．こ

こで，この501個の4次メッシュ(500m×500m)のエリアに

ドラッグストアが立地可能かどうかを予測する. 具体的

には，これら501地点の平成26年度時点における説明変

数データを構築したモデル(1)の推計結果に代入して各

地点の立地選択確率を算出した． 

501個のサンプルで算出された立地選択確率Piが5割以

上の地点を立地可能と判断する．立地可能と判断された

地点を図-14に示す．立地可能と判断された地点は，501

箇所のうち21箇所である．この結果より，旧鳥取市の中

心市街地から離れた非都市部にも立地が可能と推察でき

る．しかし，実際に立地可能と判断された21箇所すべて

にドラッグストアが進出するのは不可能である．そこで，

図-15の円で囲まれたように，大きく4つ地域(青谷エリ

 

図-14 ドラッグストアの立地確率 

 

図-15 立地可能と判断された２１地点 
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ア，河原エリア，八東エリア，若桜エリアと名前を付け

ておく)に分けた．各エリアの中でそれぞれの地点にそ

れぞれ１つのドラッグストアが立地すると仮定した場合，

高齢者居住地から生鮮食品購入可能店までの最寄り距離

が2001m以上から2000m以下に減少した高齢者人口 (以下，

「獲得人口」と呼ぶ) が最も多くなる地点を各エリア内

で1地点ずつ選定する．獲得人口が最大になる地点は

ArcGISの「ODコストマトリックス」を用いて算出した．

各エリアで選ばれた地点の獲得人口は，青谷（1地

点）：92人，河原（1地点）：70人，八東（5地点）：

108人，若桜（14地点）：86人であった． 

各エリアで選定された4地点にドラッグストアが全て

１店ずつ立地したと仮定した上で，居住地から生鮮食品

購入可能店までの移動距離を算出した．表-4にこの4エ

リア4店舗の立地による「生鮮食品購入可能店までの移

動距離」の減少（人口およびメッシュ数）を示す．現況

に対する同様のデータを示す表-1と比較することでこの

4店舗の新規立地の影響がわかる．特に，12,001m以上か

ら2,000m以下に減少した地点は14地点あり，その地点に

居住する高齢者人口は356人(0.61%)と確認できる．また，

表-5は，ドラッグストアが新規立地後の減少した距離別

の人口とメッシュ数を示す．特に585人の居住者に

2,000m以上の移動距離が減少することがわかる．なお，

この新規立地により最大で4,242mの買い物移動距離が減

少する地域がみられた． 

 

5.  おわりに 

 

食料品店などの生鮮食品を販売する店舗の撤退により，

FDsが中山間地域で年々と深刻化し，住民の栄養失調な

どの健康被害が社会問題となっている．一方で，食料品

の扱いも増えつつあるドラッグストアは，地方への立地

が増加しており，FDs拡大回避に一定の効果があると期

待される． 

本研究では，まず，既存研究のレビューをもとに FDs

の基準を設定し，居住地から最寄り距離の生鮮食品購入

可能店までの最短道路距離を算出した．そして，居住地

から生鮮食品購入可能店までの移動距離が2,001m以上離

れている居住者メッシュ数は全居住地の41.13%占めてお

り，買い物困難度の高い地域が存在していることがわか

った．次に，ロジスティック回帰分析によるドラッグス

トアの立地モデルを構築し，その立地要因の推定を行っ

た．その結果，スーパーと薬局は立地に関して競合する

ものの，コンビニとは補完することがわかった．また，

このモデルを用いて，ドラッグストアの将来の立地可能

地域を検証した．買い物困難度が高いと判断されたエリ

アにドラッグストアが立地すると仮定した結果，約600

名の高齢者の移動距離蛙2,000ｍ以上減少することが示

された． 

今後の課題として，ドラッグストア立地によるFDsの

減少という社会的役割に対する行政としての援助方法に

関する議論が必要である．また，本研究では対象地域の

移動方法の大きな部分を占める自家用車移動を念頭に

FDsの把握および評価を道路距離で行った．GISの「新規

最寄り施設検索」には目的地までの到着を時間で算出す

ることも可能である．距離だけではなく，道路時間を考

慮することで，FDsとともに買い物行動の負担を把握す

ることができると考えられる．また，自家用車のみでな

く，公共交通など各地域の交通特性に合った交通モード

を考慮したよりきめ細かいFDsの把握も必要である．  
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表-4 新規ドラッグストア立地後の買い物困難度ごとのメ
ッシュ数と高齢者人口 

 

 500m 以下 501～1000m 1001～1500m 1501～2000m 2001m 以上 

メッシュ数 188 (15.44%） 226 (18.56%) 172 (14.12%) 145 (11.90%) 487 (39.98%) 

人口 14042 (24.24%) 12310 (21.25%) 8318 (14.36%) 5858 (10.11%) 17405 (30.04%) 

 

 
表-5 新規ドラッグストア立地に伴う移動距離の減少距離

ごとの人口とメッシュ数 

 

生鮮食品購入可能店までの 

減少した移動距離 
人口 メッシュ数 

変化なし 56,857 人 (98.14%) 1183 個 (97.13%) 

500m 未満 50 人 (0.09%) 2 個 (0.16%) 

500m 以上 1,000m 未満 282 人 (0.49%) 5 個 (0.41%) 

1,000m 以上 1,500m 未満 146 人 (0.25%) 6 個 (0.49%) 

1,500m 以上 2,000m 未満 13 人 (0.02%) 1 個 (0.08%) 

2,000m 以上 585 人 (1.00%) 21 個 (1.72%) 
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ANALYSES ON LOCATION OF DRUGSTORES IN ‘FOOD DESERT’ IN 

JAPANESE LOCAL AREAS 

 

Kei FUKUYAMA, Masashi KUWANO and Yuuya MARUYAMA 

 
In local living-spheres, due to the withdrawal and shutdowns of local stores, Food Deserts (FDs), 

where the purchase of perishables is difficult for the residents is expanding, and healthy life of residents is 

endangered. Recently, drugstores handling perishables start locating non –urban areas expected to locate 

in FDs for sustainable healthy life of the residents. This study analyses the location possibility of drug-

stores in FDs of eastern area of Tottori prefecture, and discuss the influence to the decrease in FDs. 
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